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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略し
ております。

第30回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項
新株予約権等の状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
会社の支配に関する基本方針
連結株主資本等変動計算書

連結注記表
株主資本等変動計算書

個別注記表
連結計算書類に係る会計監査報告
計算書類に係る会計監査報告

監査役会の監査報告

（2024年７月１日から2025年６月30日まで）

株式会社アイリックコーポレーション



2025/09/02 12:05:21 / 25215495_株式会社アイリックコーポレーション_招集通知

新株予約権等の状況

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針（「内
部統制システムに関する基本方針」）の取締役会決議の内容の概要は以下のとおりであり
ます。

１. 当社及び当社子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保す
るための体制
①当社は、倫理・法令遵守を企業の社会的責任であると位置付けております。当社の企業理
念、経営ビジョンの推進に努め、取締役ならびに全使用人が日々実践していく事で、業務
遂行上においての倫理・法令ならびに定款の遵守を徹底いたします。
②当社及び当社子会社の取締役の業務執行が、法令・定款・規程に違反する事なく適正に行
われている事を確認するため、監査役による監査を完遂します。
③代表取締役の直轄機関として内部監査室が内部監査を所管し、監査役会との連携のもとで
年間計画に基づき定期的に監査業務を行い、各部門及び子会社が法令・定款・規程と照合
し適切かつ円滑に職務執行がされている事を確認の上、代表取締役に報告すると共に、適
切かつ有効な指導を行う事とします。
④法令・定款・規程の違反行為等の早期発見・是正を目的として、「公益通報者保護規程」
に基づき社内通報制度の継続運用を行い、コンプライアンス経営の強化を図ると共に、通
報した人が不利益を受けない事を保証いたします。

２. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社における取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は、取締役会議事録を作成の
上で、「文書管理規程」に基づき適切に整理・保管・管理を行います。

３. 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社は、適切なリスク管理を行うため、「リスク管理会議規程」を整備し、当該規程によ
りリスク管理に関する方針及び体制を定めます。
②リスク管理体制の構築により、会社に重大な影響を与える事態の発生防止に努めると共に
不測の事態が生じた場合は、損害・影響額を最小限にとどめ、事業の継続を確保するため
の体制を整備します。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

③当社子会社においても、その規模、特性等を踏まえ、当社の規程その他の体制に準じた規
程等を制定し、損失の危険等の管理にかかる体制を整備します。

４. 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われる事を確保するための体制
①当社は、毎月1回開催する定時取締役会の他に、必要に応じて臨時取締役会を開催し重要
事項の決定及び取締役の執行状況の監督を行います。
②業務執行を効率的に行うため戦略会議を取締役会前に開催し、業務執行に関する一部の事
項について決定を行っております。
③当社子会社においても、取締役会を原則毎月1回開催し、経営上の重要な項目についての
意思決定を行うと共に業務執行上の重要課題について報告・検討を行います。

５. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業績等について報告を義務づけてお
り、当社子会社に対する適切な経営管理を行う事とします。
②当社は当社子会社における重要事項を戦略会議で報告、又は「取締役会規程」「職務権限
規程」に基づき、当社の取締役会において決議もしくは、報告を行う事と定めており、当
該会議及び規程の運用によって適切な経営管理を行います。

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置く事を求めた場合における当該使用人に関する
事項
監査役は必要に応じて補助すべき使用人を置く事ができます。

７. 監査役を補助する使用人の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事
項
監査役の職務を補助するスタッフは、その期間中指示に関して、取締役の指揮命令を受け
ないものとし、当該使用人に対する指示の実効性を確保します。

８. 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査
役への報告に関する体制
①当社取締役は、「取締役会規程」の定めに従い、当社及び当社子会社の業務執行の状況そ
の他必要な情報を取締役会において報告又は説明します。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

②当社及び当社子会社の取締役及び使用人が会社の信用又は業績について重大な被害を及ぼ
す事項又はそのおそれのある事項を発見した場合にあっては、監査役に対し速やかに当該
事項を報告するものとします。
③監査役は、職務の執行に当たり必要となる事項について、当社及び当社子会社の取締役及
び使用人に対して随時その報告を求める事ができ、当該報告を求められた者は速やかに当
該報告を行うものとします。

９. 監査役に報告を行った者が当該報告を行った事を理由として不利な取扱を受けない事を確
保するための体制
当社は、監査役に対して報告を行った者に対し、当該報告を行った事を理由として不利な
取扱を行う事を禁止し、その旨を当社及び当社子会社の取締役及び使用人に周知徹底しま
す。

10. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は監査役が、その職務執行につき当社に対して費用の前払い等の請求をしたときは、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を
除き、速やかにこれに応じるものとします。

11. その他監査役の監査が実効的に行われる事を確保するための体制
監査の実効性を確保するため、監査役が取締役、使用人、内部監査室及び会計監査人との
間で積極的な意見・情報の交換をできるようにするための体制及び必要に応じ弁護士、公
認会計士等の助言を受ける事ができる体制を整備します。

12. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況
①当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、その排
除に努めると共に毅然とした姿勢で組織的な対応を図り、取引関係等の一切の関係を持た
ない方針を堅持します。
②反社会的勢力に対応する部門及び対応マニュアルを設置し、引き続き社内体制の整備強
化、及び関係行政機関や外部専門機関等と緊密な連携を図り、速やかに対応します。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

13. 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制
①当社は、財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制を構築し、適切な運用を実施
するため財務・会計に関係する諸規程を整備すると共に、会計基準その他関連する法令を
遵守するための教育・啓蒙を行う事により、財務報告に係る内部統制の充実を図ります。
②当社及び当社子会社ならびにその監査役、内部監査室、及び各部門は連携してその体制の
整備・運用状況を継続的に評価し、是正・改善の必要があるときはその対策を講じます。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 業務の適正を確保するために「企業理念」「経営ビジョン」を定めるとともに、規程やマニ
ュアルを整備し、社内イントラネット等を通じ周知徹底を図っております。
② コンプライアンス及びリスク管理に関する取り組みとして、リスク管理会議を開催し、リス
クに関する情報共有を図っております。また、コンプライアンスや各規程に関する研修を定期
的に実施いたしました。
③ 内部通報制度につきましては「公益通報者保護規程」を整備し、外部の専門家と社内に通報
窓口を設置し、運用状況について代表取締役社長並びに監査役へ報告しております。
④ 監査を支える体制においては、監査役と代表取締役社長、各取締役等と定期的に意見交換を
行い、監査状況や経営リスクを共有しております。また、会計監査人、経理財務部及び内部監
査室と適切に連携する事で、監査の実効性の向上を図っております。
⑤ 子会社については、「関係会社管理規程」に定めている承認事項、報告事項に基づき子会社
が実施する諸手続きや経営状況等を確認・連携し業務運営状況を管理しております。

会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年７月 1 日から2025年６月30日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
当 期 首 残 高 1,354,780 1,302,859 1,344,599 △369,923 3,632,317

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △164,146 △164,146

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 435,448 435,448

自 己 株 式 の 取 得 △20,250 △20,250

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 ー ー 271,301 △20,250 251,051

当 期 末 残 高 1,354,780 1,302,859 1,615,901 △390,173 3,883,368

連結株主資本等変動計算書
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連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計

当 期 首 残 高 15 45,433 3,677,765

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △164,146

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 435,448

自 己 株 式 の 取 得 △20,250

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 15,836 15,836

当 期 変 動 額 合 計 ー 15,836 266,887

当 期 末 残 高 15 61,270 3,944,653

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数および連結子会社の名称

・連結子会社の数 2社
・連結子会社の名称 株式会社インフォディオ

株式会社ライフアシスト
② 非連結子会社の名称等

・非連結子会社の名称 株式会社アイリックパートナーズ
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の名称
・非連結子会社の名称 株式会社アイリックパートナーズ
持分法を適用しない理由
持分法を適用していない非連結子会社は小規模であり、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
・満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)によっております。
・その他有価証券

 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
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連結注記表

② 重要な固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額
法を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備　　　　２〜16年
車両運搬具　　　　　４〜６年
工具、器具及び備品　２〜15年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（2〜５年）に基づく定額法によっておりま

す。
・のれん 20年以内の効果の及ぶ期間内での均等償却を行っております。
・顧客関連資産 15年以内の効果の及び範囲内での均等償却を行っております。

ハ. リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担分を計
上しております。

ハ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担分を
計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ. 保険代理店手数料

保険販売事業においては、主に保険代理店として生命保険や損害保険の販売を行っております。保険
代理店は、保険会社との保険代理店委託契約に基づき、保険契約の締結の媒介・代理及び付帯業務を行
っております。保険契約が有効となった時点で主な履行義務が充足されることから、当該履行義務を充
足した時点で、保険会社との代理店委託契約から生じる保険代理店手数料の金額を収益として認識して
おります。
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連結注記表

ロ. システム利用料
ソリューション事業においては、金融機関・企業代理店やＦＣ店に対し、主に保険分析・検索システ

ムの提供を行っております。保険分析・検索システムにおける収益は、各取引の実態に応じて、一時点
もしくは一定の期間にわたり収益を認識しております。

ハ. 受注制作のソフトウエア開発
システム事業における受注制作のソフトウエア開発は、ＡＩ搭載の非定型帳票対応型ＯＣＲ等の開発

を行っております。受注制作のソフトウエア開発の進捗によって履行義務が充足されていくものと判断
しており、進捗度に応じて一定期間にわたり収益を認識しております。なお、契約における取引開始か
ら完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作のソフトウエア開発につ
いては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26
日。）第95項に定める代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義
務を充足した時点で収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計上区
分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項但し書き
に定める経過的な取り扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)但し書きに定める経過的な取
り扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取り扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首
から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連
結計算書類となっております。なお、この変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありませ
ん。
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建物附属設備 224,203千円
工具、器具及び備品 21,448千円
のれん 124,910千円
顧客関連資産 351,388千円
保証金 62,070千円

減損損失 64,478千円

3. 会計上の見積りに関する注記
保険販売事業に係る固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
保険販売事業は、原則として各直営店舗及び支社を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

としてグルーピングを行っております。
減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの

総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。

減損の兆候の有無及び認識の要否の判定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によっ
て承認された翌期予算等に基づいており、過去の実績等を基に算出しております。

翌期予算の見積りは、過去実績に加え、集客数、成約率、成約単価等を用いて算出しています。これら
の主要な仮定は、保険クリニックの認知度向上による集客数の向上や、販売力の強化等による売上高の増
加を見込んでおりますが、今後の経済情勢等の変動により、将来予測には不確実性を伴うため、翌連結会
計年度に係る連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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4. 会計上の見積りの変更に関する注記
（資産除去債務の見積りの変更）
当連結会計年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、新たな情報の入手及び直近の物価の高騰等を考慮して、退去時に必要とされる原状回復費用に関して見
積りの変更を行いました。

この見積りの変更により、一部の店舗等の原状回復費用の見積り額が、建物等の賃貸借契約に関連する敷
金及び保証金の額を上回ることとなり、従来の資産除去債務の負債計上に代えて、賃貸借契約に関連する敷
金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属
する金額を費用に計上する方法による処理が認められなくなったため、当連結会計年度より原則的な取扱い
による処理に変更しております。この変更により、固定負債「その他」に含まれる資産除去債務が14,540
千円増加しております。

なお、当該見積りの変更により、当連結会計年度の営業利益及び経常利益は10,700千円減少し、税金等
調整前当期純利益は20,225千円減少しております。

5. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」(当連結会計年度

834千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に表示
しております。
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報告セグメント
計

保険販売事業 ソリューショ
ン事業 システム事業

保険手数料(一時点) 4,900,785 180,605 － 5,081,390
保険手数料(一定期間) 852,925 － － 852,925
保険会社(その他) － 71,807 － 71,807
ＦＣ部門(一時点) － 188,873 － 188,873
ＦＣ部門(一定期間) － 299,507 － 299,507
ＡＳ部門(システム開発) － 165,532 － 165,532
ＡＳ部門(一時点) － 98,138 － 98,138
ＡＳ部門(一定期間) － 993,632 － 993,632
システム開発 － － 211,741 211,741
運用保守、ライセンス － － 1,156,516 1,156,516
その他 72,160 230,750 － 302,911
顧客との契約から生じる収益 5,825,871 2,228,847 1,368,258 9,422,977
その他の収益 － 1,680 － 1,680
外部顧客への売上高 5,825,871 2,230,528 1,368,258 9,424,658

6. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度より分解情報の区分を材又はサービスの移転の時期により区分した表示に変更しておりま
す。（前連結会計年度は材又はサービスの種類による表示）

当連結会計年度（自　2024年７月1日　至　2025年６月30日）
（単位：千円）

(注）保険販売事業のその他の主なものは、金融商品に係る紹介手数料等であります。ソリューション事業
のその他の主なものは、FC店に対する研修・講師派遣サービス売上等であります。またその他の収益
には「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号2007年3月30日）に基づく貸手側のファ
イナンス・リース取引のよる受取リース料が含まれております。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す

る注記等　(4) 会計方針に関する事項　④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 885,645
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,232,005
契約資産（期首残高） 25,647
契約資産（期末残高） －
契約負債（期首残高） 302,096
契約負債（期末残高） 816,700

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円）

契約資産は顧客とのソフトウエア開発について期末で完了しているが未請求の出来形に係る対価に対する
連結子会社の権利に関するものです。契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で
顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該ソフトウエア開発は、契約に定める支払条件にもと
づき請求のうえ受領しております。

契約負債は主に、システムやサービス利用等の取引のうち、履行義務が一定の期間にわたり充足されるも
のの対価について、顧客から受領した前受金で、システムやサービスの利用期間の履行義務の充足に従い収
益へ振り替えられます。

当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は266,578千円であり
ます。

過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額はありま
せん。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。
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普通株式 8,708,000株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

1 株 当 た り
配当額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年９月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 164,146 20 2024年６月30日 2024年９月27日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年９月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 245,319 30 2025年６月30日 2025年９月29日

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）１株当たり配当額には、創業30周年及び保険クリニックの本格始動から25周年を記念した記念配当５円
が含まれております。

8. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループの資金運用については、一時的な余剰資金は、中長期的な資金需要を踏まえた上で運用限

度額を設定し、運用対象資産が元本割れとなるリスクのない安定的な金融資産で運用しております。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グルー
プの与信管理規程に従い、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を随時
把握する体制をとっております。

投資有価証券は、主に長期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
保証金は、主に店舗の賃借に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金等は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、長期借入金(1年

内返済の長期借入金を含む)は主に運転資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものでありま
す。

営業債務等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループは毎月、資金繰計画を作成すること
により、当該リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時 価 （ 千 円 ） 差 額 （ 千 円 ）

⑴ 保 証 金 455,626 388,573 △67,052

資産計 455,626 388,573 △67,052

⑴ 長 期 借 入 金 16,000 15,950 △49

負債計 16,000 15,950 △49

区　　分 当連結会計年度（千円）
（2025年６月30日）

非上場株式 43,481

区　　分 １年以内
（千円）

１年超５年
以内（千円）

5年超10年
以内（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,222,780 － － －

売掛金及び契約資産 1,232,005 － － －
保証金 5,194 43,136 217,503 189,791

合計 3,459,981 43,136 217,503 189,791

区分 1年以内（千円）

長期借入金 16,000

合計 16,000

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2025年６月30日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（※１）「現金及び預金」「売掛金及び契約資産」「買掛金」「未払金」については、現金であること、および
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
（※３）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであります。

（注１) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注２) 長期借入金の連結決算日の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
保証金 － 388,573 － 388,573

資産計 － 388,573 － 388,573
長期借入金 － 15,950 － 15,950

負債計 － 15,950 － 15,950

⑴ １株当たり純資産額 474円89銭
⑵ １株当たり当期純利益 53円14銭

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の3つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年６月30日）
該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
保証金

これらの時価は、合理的に算定した返還予定額と、返還予定期間に対応した国債の利回り等の適切な
利率をもとに割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもとに、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

9. １株当たり情報に関する注記
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取得の対価 現金 100,000千円
取得原価 100,000千円

10. 企業結合に関する注記
（事業の譲受）

(1) 事業譲受の概要
① 譲受先企業の名称及びその事業の内容

譲受先企業の名称 株式会社人生設計
事業内容 来店型保険ショップ事業

② 事業譲受を行った主な理由
店舗拡大と収益の向上を図るため、本事業の譲受について基本合意書を締結することとなりました。

③ 事業譲受日
2024年８月１日

④ 事業譲受の法的形式
現金を対価とする事業譲受

⑤ 取得企業を決定するに至る主な根拠
当社が現金を対価として取得したことによるものです。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年８月１日から2025年6月30日

(3) 譲受企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー業務に対する報酬 5,000千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

3,622千円
② 発生要因

今後の事業展開から期待される超過収益力として計上しております。
③ 償却方法及び償却期間

５年にわたる均等償却
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連結注記表

固定資産 96,377千円
資産合計 96,377千円

種類 金額 償却期間
顧客関連資産 37,700千円 ５年

取得の対価 現金 327,841千円
取得原価 327,841千円

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(7) のれん以外の無形資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに平均償却期間

(8) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

11. 重要な後発事象に関する注記
（事業の譲受）

当社は、2025年６月16日開催の取締役会において、ブロードマインド株式会社から来店型保険ショップ事
業を事業譲受することに関する事業譲渡等契約書の締結について決議し、2025年６月18日付で締結いたしま
した。また、2025年７月１日付で事業の譲受を完了いたしました。
(1) 事業譲受の概要

① 譲受先企業の名称及びその事業の内容
譲受先企業の名称 ブロードマインド株式会社
事業内容 来店型保険ショップ事業

② 事業譲受を行った主な理由
店舗拡大と収益の向上を図るため、本事業の譲受について事業譲渡契約を締結することとなりました。

③ 事業譲受日
2025年７月１日

④ 事業譲受の法的形式
現金を対価とする事業譲受

(2) 譲受企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(3) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー業務に対する報酬 1,700千円(予定)
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(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書

(2024年７月 1 日から2025年６月30日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利
益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,354,780 1,162,988 134,868 1,297,856 1,187,960 1,187,960 △369,923 3,470,675 3,470,675

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △164,146 △164,146 △164,146 △164,146

当 期 純 利 益 356,042 356,042 356,042 356,042
自 己 株 式 の
取 得 △20,250 △20,250 △20,250

当期変動額合計 － － － － 191,896 191,896 △20,250 171,646 171,646

当 期 末 残 高 1,354,780 1,162,988 134,868 1,297,856 1,379,857 1,379,857 △390,173 3,642,321 3,642,321

株主資本等変動計算書

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
有価証券
・満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)を採用しております。
・子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
・その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法によっております。
なお、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を
採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　２～16年
車両運搬具 　　　　　　　６年
工具、器具及び備品　２～15年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（2～５年）に基づく定額法によっておりま

す。
・のれん 20年以内の効果の及ぶ期間内での均等償却を行っております。
・その他 ５～20年の定額法によっております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金             債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

                                         より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
                                         し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金             役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担分を計上
                                          しております。

③ 賞与引当金             従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担分を計
                                         上しております。
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個別注記表

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 保険代理店手数料

保険販売事業においては、主に保険代理店として生命保険や損害保険の販売を行っております。保険代
理店は、保険会社との保険代理店委託契約に基づき、保険契約の締結の媒介・代理及び付帯業務を行って
おります。保険契約が有効となった時点で主な履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した
時点で、保険会社との代理店委託契約から生じる保険代理店手数料の金額を収益として認識しておりま
す。

② システム利用料
ソリューション事業においては、金融機関・企業代理店やＦＣ店に対し、主に保険分析・検索システム

の提供を行っております。保険分析・検索システムにおける収益は、各取引の実態に応じて、一時点もし
くは一定の期間にわたり収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分
（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項但し書きに
定める経過的な取り扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)但し書きに定める経過的な取
り扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の計算書類
における取り扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当事業年度の期首から適用
しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の計算書類となっ
ております。なお、この変更による前事業年度の計算書類への影響はありません。

－ 23 －



2025/09/02 12:05:21 / 25215495_株式会社アイリックコーポレーション_招集通知

個別注記表

建物附属設備 192,451千円
工具、器具及び備品 17,906千円
のれん 2,958千円
その他 30,788千円
保証金 56,248千円

減損損失 64,478千円

3. 会計上の見積りに関する注記
保険販売事業に係る固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

4. 会計上の見積りの変更に関する注記
(資産除去債務の見積りの変更）
当事業年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、

新たな情報の入手及び直近の物価の高騰等を考慮して、退去時に必要とされる原状回復費用に関して見積り
の変更を行いました。

この見積りの変更により、一部の店舗等の原状回復費用の見積り額が、建物等の賃貸借契約に関連する敷
金及び保証金の額を上回ることとなり、従来の資産除去債務の負債計上に代えて、賃貸借契約に関連する敷
金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する
金額を費用に計上する方法による処理が認められなくなったため、当事業年度より原則的な取扱いによる処
理に変更しております。この変更により、固定負債「その他」に含まれる資産除去債務が4,481千円増加し
ております。

なお、当該見積りの変更により、当事業年度の営業利益及び経常利益は9,203千円減少し、税金等調整前
当期純利益は18,729千円減少しております。
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短期金銭債権
短期金銭債務

1,748千円
57,873千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高 220,758千円
営業取引以外の取引による取引高 12,035千円

普通株式 530,667株

5. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項 (4) 収益及び費用の計上基

準」に記載の通りです。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関
する情報
連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

6. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

7. 損益計算書に関する注記

8. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
未払事業税 12,531千円
未払金 1,801千円
賞与引当金 17,812千円
一括償却資産 10,724千円
繰延資産 11,330千円
保証金 18,574千円
減価償却超過額 16,219千円
投資有価証券 13,553千円
その他 21,634千円

繰延税金資産小計 124,184千円
評価性引当額 △34,245千円
繰延税金資産合計 89,939千円
繰延税金負債

資産調整勘定 △1,719千円
繰延税金負債合計 △1,719千円
繰延税金資産の純額 88,219千円

9. 税効果会計に関する注記
(1). 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2). 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし
た。

これに伴い、2026年7月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 株式会社イン
フォディオ

直接 87.9%
所有

　

保険販売シス
テムの開発

システム開
発業務委託
等

667,848
買 掛 金
未 払 金
前 払 費 用

32,738
25,135
56,736

事務所転貸 本社事務所
の転貸等 12,035 その他（流

動 負 債 ） 1,493
役員の兼務

⑴ １株当たり純資産額 445円42銭
⑵ １株当たり当期純利益 43円45銭

10. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
システム開発業務の委託について、一般取引条件を勘案し、協議によって決定しております。
本社事務所の転貸は、賃貸借契約に基づく賃料を転貸しているフロアの面積比により按分決定し、実質負

担額を精算したものであります。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

RSM清和監査法人
　東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸塚　雅春

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤本　亮

独立監査人の監査報告書
2025年８月29日

株式会社アイリックコーポレーション
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイリックコーポレーションの2024年
７月１日から2025年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社アイリックコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

－ 29 －
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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RSM清和監査法人
　東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸塚　雅春

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤本　亮

独立監査人の監査報告書
2025年８月29日

株式会社アイリックコーポレーション
取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイリックコーポレーションの

2024年７月１日から2025年６月30日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2024年７月１日から2025年６月30日までの第30期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うと
ともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人RSM清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年９月1日
株式会社アイリックコーポレーション

　監査役会
　　　　　　　 常勤監査役 青島一哲 ㊞
　　　　　　　 監査役 池田　勉 ㊞
　　　　　　　 監査役 神田泰行 ㊞

監査役 青島一哲、池田勉及び神田泰行は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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